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要旨 
東日本大震災は、幼稚園または保育所（園）に通う幼児の保護者にとっても大変

ストレスを感じる出来事であったといえる。今回の研究は、震災後、保護者が感じ

るストレスと身体症状の変化の実際を明らかにすることを目的とした。【方法】震

災後 6～9 か月の時点で、被災地の幼稚園または保育所（園）に通う幼児の保護者

に対し質問紙調査を行った。ストレスの評価には改訂出来事インパクト尺度（IES-

R）を用いた。【結果】津波被害のあった地域で IES-R の値が高く、IES-R の得点が

低いものは、健康上の変化はないと答えたものが多かった。【考察】保護者の心身の

健康状態を適切に評価し、支援につなげるためには、IES-R 等、PTSD のスクリーニ

ングの実施の必要性が示唆された。また被災時には、幼児と保護者双方への支援が

必要となる。【結論】東日本大震災においては津波による被害が保護者の IES-R 得

点上昇の要因となっていた。 

【キーワード】東日本大震災、幼児の保護者、ストレス、健康上の変化

Ⅰ．はじめに 

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災に

よって、A 県は未曽有の被害を被った。特に津波に

よる被害は甚大であり、多くの人に身体的な傷害だ

けでなく、精神的なストレスを与えることとなった。

ストレスを起因とした病態として、心的外傷後スト

レス障害（以下、PTSD）が、大規模震災後には多

く報告されている。PTSD は、深刻な怪我や精神的

衝撃等のトラウマ体験に晒されたことで生じる、特

徴的な症状群のことをさし、侵入症状、回避症状、

覚醒亢進症状を主な症状として 1 か月以上持続し

ている場合に診断される。今回の東日本大震災にお

いても PTSD 該当者は多くいると考えられ、幼児や

育児を行う保護者にとっても例外ではない。知的機

能やコミュニケーション能力が未熟な幼児は、震災

によるストレスを表現することや対処する力に限

界があり、心身の健康状態に強い影響を及ぼし、身

体的心理的症状が遷延化する危険性がある。また、

幼児期は保護者との間に安定した愛着形成を確立

する時期であり、互いに積極的に働きかけ（岡

堂,2003）、保護者の心身の健康状態が幼児の健康状

態に影響を及ぼす（高谷ら,1998）。そのため、震災

後の幼児と保護者の心身の健康状態を把握し、双方

への支援が重要となる。そこで、本研究では、東日

本大震災後の保護者の心身の健康状態として、スト

レスと健康上の変化を調査するために、被災地であ

る A 県沿岸部と内陸部の幼稚園または保育所（園）

に通う幼児の保護者を対象に調査を行った。 
 

Ⅱ．研究目的 

 東日本大震災後の幼児の保護者の、ストレスと自

覚する身体症状の変化や、被災状況の違いが与える

影響について実態を明らかにする。 
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Ⅲ．研究方法 

１. 研究協力者 
研究協力者は、津波による被災地である A 県沿岸

部で震度 6 強以上の地域（以下、A 群）、地震によ

る被災地である A 県内陸部で震度 6 強以上の地域

（以下、B 群）、A 県内陸部で震度 6 弱以下の地域

（以下、C 群）、の幼稚園または保育所（園）に通う

幼児の保護者を対象とした。 
２. 調査期間 

平成 23 年 10 月～12 月 
３. 調査方法 

自覚する身体症状の変化について、「災害時にお

ける家族支援の手引き」（中村ら,1998）や高谷ら

（1998）の報告を参考に作成した、震災後の健康上

の変化の有無、実際に感じている身体症状、につい

て選択式の質問項目を含む自記式質問紙を使用し

た。また、被災者のストレスの測定には、改訂出来

事 イ ン パ ク ト 尺 度 （ 以 下 、 IES-R ）（ 飛 鳥

井,1999;Nozomu,2002）、を用いた。 
IES-R は PTSD の侵入症状、回避症状、覚醒亢進

症状の 3 症状から構成されており、災害における外

傷的出来事について使用可能な心的外傷後ストレ

ス症状尺度である。最近の 1 週間の状態について 22
項目の質問を行う。『0:全くなし』から『4:非常に』

の 5 件法で回答する。また、「PTSD の薬物療法ガ

イドライン」（2013）によると、IES-R は PTSD 診

断の補助的なツールとして使用され、スクリーニン

グのカットオフ値は 25 点を目安とされている。今

回の研究では、IES-R 得点が 24 点以下を PTSD
ローリスク群、IES-R 得点が 25 点以上を PTSD ハ

イリスク群として定義づけた。 
４. 統計解析 
 統計解析には SPSS Ver22 を利用し、有意水準は

5％とした。 

Ⅳ．倫理的配慮 

本研究は宮城大学看護学部・看護学研究科倫理委

員会の承認を得て実施した。幼稚園・保育所（園）

の園長または所長に本研究の趣旨を説明し、調査依

頼の同意を得た。対象者に研究の趣旨、自由意思に

よる参加、途中中断の権利の保障、不利益からの保

護、プライバシーの保護、結果の公表等を書面で説

明し質問紙の返送をもって同意が得られたものと

した。 

Ⅴ．結果 

 質問紙は配布 1702 部に対し回収数 851 部（回収

率 50.0％）であった。IES-R、質問項目の回答に欠

損値のなかった 771 部を分析対象とした。 
１．研究協力者の属性 
 研究協力者の属性は表 1 に示す。研究協力者全体

の平均年齢は 35.37 歳（年齢不明者 84 名を除く）

で、20 代が 67 名（8.7%）、30 代 505 名（65.5%）、

40 代 110 名（14.3%）、50 代 4 名（0.5%）、60 代 1
名（0.1%）であった。性別は男性 46 名、女性 664
名、性別不明 61 名であった。 
 
表 1 研究協力者の属性 

 
 
２．保護者のストレスと健康上の変化 
1）IES-R 得点（表 2・3・4） 

全体の IES-R の得点の平均は 16.88 点であった。

各群間の IES-R 得点の平均は、A 群 20.72 点、B 群

15.00 点、C 群 14.03 点であった。A 群、B 群、C
群それぞれの IES-R 得点の差の検定には Kruskal-
Wallis 検定を用いた。その結果、有意差（p＜.05）

全体 人数 ％
(N=771) 年齢 20～ 67 8.7

30～ 505 65.5
40～ 110 14.3
50～ 4 0.5
60～ 1 0.1
不明 84

平均 35.37
最小-最大 22-60
標準偏差 4.85

性別 男＝ 46 6.0
女＝ 670 86.1

不明＝ 61
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が確認された。IES-R 得点の平均値を基準として、

全体、A 群、B 群、C 群それぞれにおいて年齢の差

について検定を行ったところ、有意差はみられな

かった。 
 

表 2 A 群の IES-R 得点 

 

表 3 B 群の IES-R 得点 

 
表 4 C 群の IES-R 得点 

 

 
2）各群における PTSD リスクと健康上の変化との

関連（表 5・6・7） 
 A 群、B 群、C 群において IES-R のカットオフ値

である 25 点から低値群を PTSD ローリスク群、高

値群を PTSD ハイリスク群として、健康上の変化あ

り・なしでχ2検定を行った。その結果、A 群、B 群、

C 群それぞれにおいて、PTSD のローリスク群では

健康変化がないと答えた者が有意に多かった（p
＜.05）。 
3）PTSD と身体症状 
 PTSD ハイリスクである 196 名のうち、最も訴え

の多かった身体症状は「肩こり」99 名（50.5％）、

次いで「疲労感や脱力感」89 名（45.4％）、「頭痛」

80 名（40.8％）、目の疲れ 62 名（31.6％）、「腰痛」

54名（27.6％）、「めまいや立ちくらみ」52名（26.5%）、

「くしゃみ・鼻汁・鼻づまり」38 名（19.4%）、「不

眠・寝つきが悪い」37 名（18.9%）、「月経不順・月

経痛」31 名（15.8％）、「咳や痰」27 名（13.8％）、

「皮膚のかゆみ・発疹」26 名（13.3％）、「胃やおな

かの痛み」22 名（11.2％） 、「便秘」21 名（10.7%）、

「視力が落ちた」20 名（10.2％）であった。 
 
表 5 A 群の PTSD リスク と 健康変化 

  

A 健康変化 

合計 あり なし 

PTSD   ロー 

リスク 

度数 40 156 196 

残差 -4.3 4.3 （66.2％） 

ハイ 

リスク 

度数 44 56 100 

残差 4.3 -4.3 （33.8％） 

合計 度数 84 

（28.4％） 

212 

（71.6％） 
296 

 

表 6 B 群の PTSD のリスク と 健康変化 

  

B 健康変化 

合計 あり なし 

PTSD   ロー 

リスク 

度数 21 168 189 

残差 -2.3 2.3 （77.1％） 

ハイ 

リスク 

度数 13 43 56 

残差 2.3 -2.3 （22.9％） 

合計 度数 34 

（13.9％） 

211 

（86.1％） 
245 

 
表 7 C 群の PTSD のリスク と 健康変化  

  

C 健康変化 

合計 あり なし 

PTSD   ロー 

リスク 

度数 35 155 190 

残差 -3.3 3.3 （82.6％） 

ハイ 

リスク 

度数 17 23 40 

残差 3.3 -3.3 （17.4％） 

合計 度数 52 

（22.6％） 

178 

（77.4％） 
230 

A地区 平均 最小-最大 標準偏差
全体 年齢 n＝ 263 35.32 23-60 5.03
(N=296) 不明＝ 33

IES-R n＝ 296 20.72 0-74 15.31

B地区 平均 最小-最大 標準偏差
全体 年齢 n＝ 217 35.02 22-53 4.91
(N=245) 不明＝ 28

IES-R n＝ 245 15.00 0-53 13.12

C地区 平均 最小-最大 標準偏差
全体 年齢 n＝ 207 35.79 26-55 4.53
(N=230) 不明＝ 23

IES-R n＝ 230 14.03 0-68 12.74
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図 1 PTSD ハイリスク群の身体症状 

Ⅵ．考察 

１. 年齢や性別における PTSD 
 先行研究では、30～40 代で心的外傷後ストレス

症状が強く出る、また性別でみると男性よりも女

性の方が症状を感じやすい、ことが報告（中谷

ら,2017）されているが、本研究では IES-R と年齢

の間で関連性はみられなかった。また、性別に明

らかな偏りがあったため、性別による分析を行わ

なかった。今回は、被災条件の違う被災地域 3 か

所の幼稚園・保育所（園）に通う幼児の保護者を対

象に研究を行っているが、対象者の人数、居住環

境や身体的被害の程度によっては、結果が変わる

可能性がある。 
 
２. 各群間における IES-R 
 A 群は B 群、C 群と比べると IES-R の値が高

く、また、PTSD のハイリスク群の割合が多かっ

た。津波による被害はそれだけ甚大であり、PTSD
のハイリスクであるといえる。B 群と C 群に比較

し A 群の平均点が顕著に高かったことから、今回

の震災では地震の強さよりも、津波による影響が

被災者の心に大きく傷を残すことになったと考え

られる。 

 今回の大震災による被害は大きく分ければ、人

の心身機能に対する被害と、住居やコミュニティ

等の居住環境に対する被害、が考えられる。PTSD
のローリスク群では有意に健康変化がなかったこ

とから、IES-R の得点が 25 点を超すようなハイ

リスク群においては、支援ニーズが高いと考えら

れる。 
 桑原（2015）は内陸部と沿岸部で居住している

人を対象に比較した研究で、沿岸部に住む人ほど

ストレス症状が強く出ていることを報告している。

これは今回の研究と同様の結果であった。居住環

境の被害とストレス症状に関して、A 群の IES-R
得点は B 群、C 群と比較して高い。津波被害があ

ることで居住環境に変化を強いられ、それがスト

レス要因となることは想像ができる。しかし、B 群

と C 群で IES-R 得点の平均点にはあまり差がな

かった。津波による被害がなくても居住環境に対

する被害は多くの被災者が体験しているものと考

えられるが、今回の研究では居住環境の変化につ

いては調査を行っていない。PTSD 症状発現と居

住環境に対する被害の関連性については検証の余

地があるものと考える。 
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３. PTSD と身体症状 
PTSD 症状が見られる場合、倦怠感や疲労感な

どの不定愁訴様症状が多く現れ、PTSD の原因と

なった事柄から時間を経過してから発症している

ことが報告（岩波,2016）されている。また高谷ら

（1998）は、被災後、育児を行う母親が不眠や食

欲低下等を訴えていることを報告している。今回

の調査では、PTSD ハイリスク群の保護者の多く

が身体症状を訴えていた。しかし、PTSD のハイ

リスク群であっても健康上の変化なしと答えてい

る保護者も多く、保護者の主観だけでは健康状態

を評価することは難しいことが明らかになった。

そのため、保護者の心身の健康状態を適切に評価

し、支援につなげるためには、IES-R 等、PTSD の

スクリーニング実施の必要性が示唆された。また、

身体症状の評価については、日頃から保護者と接

している保育所（園）や幼稚園の職員が、保護者の

変化に気づきやすく、身体症状を把握し、必要な

支援につなげていくことができるのではないかと

考えられた。 
 
４. 幼児と保護者双方への支援の必要性 

東日本大震災は幼児と保護者にとってストレス

フルな出来事であり、保護者が不安なく幼児に関

わることで、幼児も安心して生活できると考え、

本研究では保護者のストレスと自覚する身体症状

の変化を調査することを目的に研究を実施した。

幼児と保護者は互いに積極的に働きかけ（岡

堂,2003）、保護者の主観的な精神的健康状態が悪

いほど子供に行動変化が発現しやすい（遠藤

ら,2007）。今回、各群において PTSD のハイリス

ク群の保護者が 17～33％、健康上の変化を感じて

いた保護者が 13～28％いたことから、幼児の心身

の健康状態にもさまざまな影響が及ぼされている

可能性が示唆された。また、被災によりさまざま

な症状を呈する幼児を見て保護者が動揺したり、

自信喪失したりするなど悪循環を起こさないよう

幼児と保護者に対する支援の必要性が示唆された。 
 

５．研究の限界と今後の課題 
本調査は質問紙調査研究であることから、健康

上の変化については、回答項目以外の健康上の変

化の把握には限界がある。また、東日本大震災か

ら 6～9 か月が経過した時点の横断調査であった

が、震災による影響は数年単位で出現する危険性

があり、縦断調査による中長期的な影響の把握と

支援の検討が必要である。 
 

Ⅶ．結論 

１. 東日本大震災においては、津波による被害が

幼児の保護者の IES-R 得点上昇の要因となっ

ていた。 
２. 東日本大震災後の幼児の保護者の健康上の変

化として、PTSD ハイリスク群では、肩こり、

疲労感や脱力感、頭痛、などの身体症状が生じ

ていた。 
３. 被災後、保護者の心身の健康状態を評価し支

援につなげるためには、IES-R 等、PTSD の

スクリーニングを実施すること、又、保育所

（園）や幼稚園の職員が、保護者の変化に気づ

きやすいことから、身体症状を把握し、必要な

支援につなげていくことができる可能性が考

えられた。 
４. PTSD のハイリスク群や健康上の変化を感じ

ていた保護者がいたことから、幼児の心身の

健康状態にもさまざまな影響が及ぼされてい

る可能性が考えられ、被災後の幼児と保護者

に対する支援の必要性が示唆された。 
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